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三井住友信託銀行株式会社 

 

 

㈱海外需要開拓支援機構（クール・ジャパン推進機構）の発起人就任について 

 

 

三井住友信託銀行株式会社（取締役社長 常陰 均）は、平成 25 年 6 月 12 日に成立した㈱海外

需要開拓支援機構法案に基づき今秋設立予定である本機構の発起人に就任することといたしまし

た。 

 

当社は、「日本の文化や生活様式の特色を生かした魅力ある商品やサービスなど」を「新興国な

ど需要の旺盛な海外で展開」し、「日本企業の躍進や雇用創出など」日本の経済成長に繋げていく

クール・ジャパンの目的に賛同するとともに、官民一体となってクール・ジャパンを推進する本機構

を設立することに意義を感じたため発起人に就任することとしたものです。 

 

また、当社はお客さまの成長に対して『銀行・信託・不動産』などの機能を生かしたトータルソリュ

ーションを提供する戦略的パートナーを事業モデルとして掲げるとともに、『アジアにおける The 

Trust Bank』をグローバル戦略として掲げています。 

 

本機構の設立は、日本企業の新興国市場における課題を解決し成長に繋げていくことを目的と

しており、当社の事業モデル・戦略とも合致するため、当社は積極的に機構を支援（※）し日本企

業・日本経済の成長に貢献するとともに当社の成長を加速して行きます。 

 

 

 ＜海外需要開拓支援機構の概要＞ 
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開拓支援機構

資金供給

助言等の支援

存続期間

（約20年を想定）

民間企業

事業会社A

（例：SPC等）

事業会社B

（例：組合等）

事業会社C

（例：合弁等）

メディア・ネット等空間の整備・確保

を目的とした案件

日本の文化や生活様式関わる魅力ある

商品・サービスの普及を目的とした案件

・
・
・
・

商業施設等物理的空間の整備・確保

を目的とした案件

＜投資案件イメージ＞出資等

（H25年度）

500億円

出資等

出資等

出資等

出資等

出資等

出資等

・
・
・
・



 （※）資金供給以外の支援例 

① 魅力ある日本の商品やサービスなどを新興国市場などにおいて販売促進するための拠点

（大型商業施設など）を展開する際の不動産関連ノウハウなどの提供 

 

② 魅力ある日本の商品やサービスなどを新興国市場などにおいて流通させるためのサプラ

イチェーンの整備などに必要な異業種間のコンソーシアム組成（メーカー・小売り・物流など

の企業連合など）や現地企業との提携などに関わる事業関連情報やノウハウの提供 

以上 


